
 

  

   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

景 気 状 況 調 査 結 果 
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（令和４年度下半期実績、令和５年度上半期見通し） 

 

調 査 時 点     ：令和５年４月 

調 査 対 象     ：東京実業連合会 会員企業 284社 

有効回答数：106社（回答率37.3％） 

業 種 内 訳     ：製造業14社   卸売業59社 小売業 4社 

      サービス業12社 その他17社   

※小売業とサービス業は回答数が少ないため、合算した数値を示して

います。「その他」の業種の記載は省略します。 

調 査 項 目     ：１．業況判断 ２．売上状況 ３．在庫状況 

            ４．価格動向 ５．利益水準 ６．資金繰り 

            ７．借入状況 ８．雇用状況 

            ９．設備投資実施状況  10．金融機関貸出態度 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ .業況判断   

 今回の調査では、４年度下半期（４年 10 月～５年３月）の実績、５年度上半

期（５年４月～９月）の見通しを伺いました。 

 今期（４年度下半期）は、コロナ第 8 波の発生からピークを経て収まるまで

の局面に対応しています。経済活動は次第に回復に向けた動きが見られました

が、一方で円安やエネルギー価格の高騰など、物価押し上げ要因が持続し、物価

の上昇はさまざまな商品・サービスにいっそう波及しています。 

こうした状況下で、業況判断、売上状況、利益水準、資金繰りなどの指標が改

善し、スピードは緩やかながらも、コロナ禍からの回復は着実に進んでいます。 

しかしながら、コロナ禍前の構造的な人手不足感が再び問題として浮上しつつ

あります。来期は業況の改善が見込まれますが、今後、経済活動が本格的に再開

されるにつれて、人手の確保が大きな経営課題になることが予想されます。 

 



 

１．業況判断 

 
 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

図－１　業況判断
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 今期（４年度下半期＝４年 10 月～５年

３月）の業況判断ＤＩ（業況が「良い」企

業割合－「悪い」企業割合）は▲20.7 と、

前期（▲29.7）から改善し、前期に予測し

た今期のＤＩ（▲25.8）をわずかに上回り

ました。この間はコロナ禍の第 8 波が始ま

ってからピークを経て収まるまでの期間

に相当しますが、コロナ禍の悪影響は限定

的になっているといえそうです。 

 業況判断ＤＩを業種別に見ると、前期に

▲61.5 と低水準だった製造業は▲28.6 と

持ち直し、業種間の偏りは縮小しました。 

来期の業況判断ＤＩは 2.8 と、大きく改

善し、プラスになる見通しです。これ

は主に売上の改善見通しを反映して

います。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図－２　売上状況（前年同期比）
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２ .売上状況   
 売上ＤＩ（前年同期と比べて売上が

「増加」企業割合－「減少」企業割合）

は 9.5 となり、平成 10 年に調査を開始し

て以来の最高水準を前期に続いて更新し

ました。また、前期に予測した今期のＤ

Ｉ（▲12.1）を大きく上回りました。 

コロナ禍における経済活動が徐々に回

復に向かいつつあることと､販売価格が

上昇しつつあることが相まって、売上Ｄ

Ｉが改善しているものと思われます。 

 売上ＤＩを業種別に見ると、すべての

業種がプラスとなっています。とくに製

造業が 42.8 と高水準です。 

 来期の売上ＤＩは 18.9 とさらに改善

する見通しです。コロナ感染症の扱いが

変更されたため、経済活動の本格的な再

開を織り込んでいるものと思われます。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図－３　在庫状況
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３ .在庫状況   
在庫は、「不足」とする企業割合が

4.8％、「適正」が 71.4％、「過大」が

23.8％で、在庫ＤＩ（「不足」企業割合

－「過大」企業割合）は▲19.0 となり、

前期（▲16.7）とほぼ同水準でした。

売上ＤＩが2年度下半期以降改善して

いることを反映して、在庫ＤＩも緩や

かながら改善傾向が見られます。 

 在庫ＤＩを業種別に見ると、卸売業

は▲18.6 と前期（5.3）から低下してお

り、在庫過剰感は前期よりも高まって

います。ただし卸売業について個別の

回答を分析すると、売上が増加してい

る企業では在庫が過大であると回答

する割合が高いことから、売上の増加

に伴い、在庫を積み増している様子が

うかがえます。 



 

  

 

 

 

 

 

 

          

 

                                      

         

 

         

図－４　価格動向（前年同期比）
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４ .価格動向  
 今期の仕入価格ＤＩ（「上昇」企業割合－

「低下」企業割合）は 81.7 と、調査開始以

来の最高水準を前期に続いて更新しまし

た。円安やエネルギー価格の上昇等の影響

が多くの商品・サービスに波及し、仕入価

格の上昇圧力は持続しています。 

同様に、販売価格ＤＩ（同）は 61.0 とな

り、最高水準を前期に続いて更新しました。

仕入価格と販売価格の関係を個別に分析す

ると、仕入価格が「上昇」している企業で

は、販売価格も「上昇」と回答する割合が

72.7％にのぼります。仕入価格が上昇する

中で、販売価格を引き上げる動きが活発化

しています。 

業種別に見ても大きな違いはなく、仕入

価格、販売価格の上昇は業種にかかわらず

広がっています。 



 

     

                        

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５　利益水準（前年同期比）
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５ .利益水準   今期の利益水準が前年同期と比べて

「上昇」した企業割合は 25.5％、「不変」

企業割合は 35.8％、「低下」した企業割

合は 38.7％であり、利益ＤＩ（「上昇」企

業割合－「低下」企業割合）は▲13.2 と、

平成 30 年度下半期（▲12.7）に次ぐ高い

水準となりました。また前期（▲21.0）

からも改善しました。売上の増加に伴

い、利益水準も改善してます。実際に、

売上が「増加」した企業について個別に

集計すると、利益ＤＩは 31.7 にのぼりま

す。 

利益ＤＩを業種別に見ると、製造業

（前期▲30.8→今期▲14.3）、小売・サー

ビス業（同▲43.7→▲18.7）が前期から大

きく改善しています。 

来期については、利益ＤＩは▲15.1 と

ほぼ横ばいの見込みです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
 

 

図－６　資金繰り（前年同期比）
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６ .資金繰り   

 今期の資金繰りＤＩ（今期の資金繰り

が前年同期と比べて「楽になった」企業

割合－「苦しくなった」企業割合）は▲

7.5 と、前期（▲9.9）からわずかに改善

し、5 半期連続で改善しています。また、

前期に予測した今期の見通し（▲14.8）も

上回りました。資金繰りが前年同期と比

べて「変わらない」企業割合も 84.9％（調

査開始以来の最高水準）にのぼることか

ら、資金繰りは次第に均衡状態に向かい

つつあるといえそうです。 

 資金繰りＤＩを業種別に見ると、あま

り大きな違いは見られません。 

 来期の資金繰りＤＩは▲3.7 とさらに

改善する見通しです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図－７　借入状況（前年同期比）
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７ .借入状況   

今期の借入ＤＩ（金融機関からの借入

が前年同期と比べて「容易になった」企

業割合－「難しくなった」企業割合）は

▲2.9 となり、前期（▲1.0）とほぼ同水

準でした。内訳を見ると、「変わらない」

企業割合は 93.3％にのぼります。資金繰

りと同様、借入状況も均衡状態に向かい

つつあります。公的金融機関などが打ち

出したコロナ対応の融資制度や信用保

証制度の利用が一巡したことから、借入

状況は平時の水準に戻ったといえます。 

 業種別に見ると、製造業、小売業・サ

ービス業ではすべての企業が「変わらな

い」と回答し、卸売業でもこの企業割合

は 93.2％にのぼります。 



 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

図－８　雇用状況
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８ .雇用状況   

従業員が「不足」している企業割合

は 29.5％、「適正」は 58.1％、「過剰」

は 12.4％で、雇用ＤＩ（「不足」企業

割合－「過剰」企業割合）は 17.1 と

なりました。これは、人手不足のピー

クであった平成 30 年度上半期の雇用

ＤＩ（17.7）に並ぶ水準です。コロナ

禍における雇用過剰感が調整され、再

びコロナ禍前の人手不足の状態に急

速に回帰しています。 

 雇用状況を業種別に見ると、小売・

サービス業では「不足」企業割合が

43.8％にのぼり、雇用ＤＩは 25.0 と

相対的に高水準です。 

 



 

９ .設備投資実施状況    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９　設備投資実施状況
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 今期に設備投資を実施した企業の割

合は 17.0％と、前期の実績（16.8％）

および前期に尋ねた今期の実施予定

（15.8％）と同水準でした。おおむね予

定通り設備投資が行われたといえそう

です。 

 来期に設備投資を実施する予定の企

業割合は 16.0％であり、今期とほぼ同

水準であると見込まれます。 

 業種別に見ると、製造業の設備投資

実施企業割合は 28.6％、卸売業は

16.9％でした。これらは前期に尋ねた

今期の実施予定（それぞれ 30.8％、

17.2％）と同水準であり、ほぼ予定通り

に設備投資が実施されたものと思われ

ます。一方、小売・サービス業は実施予

定 0％に対して実績は 12.5％であり、

予定外の設備投資があったものと思わ

れます。 



 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１０　金融機関の貸出態度
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１０ .金融機関の貸出態度   

 金融機関の貸出態度ＤＩ（「緩い」企

業割合－「渋い」企業割合）は▲3.8 と、

前期（▲2.0）と同水準でした。内訳を

見ると、貸出態度が「緩い」と感じてい

る企業割合は 7.5％、「渋い」は 11.3％

であるのに対して、「変わらない」は

81.1％にのぼります。 

コロナ禍に対応した公的金融機関な

どの融資制度や信用保証制度の利用が

一巡したことから、金融機関の貸出態

度は平時の水準に戻りつつあるといえ

そうです。 

 貸出態度ＤＩを業種別に見ると、い

ずれの業種も▲10 から 10 の範囲に収

まっており、業種間に大きな違いはあ

りません。 



 

（参考）業況判断ＤＩ（長期時系列）  

 

 

 

 

 

 

 

図－11　業況判断ＤＩ（長期時系列） （全業種計）
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図－12　業況判断ＤＩ（リーマンショックとの比較）
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（参考）業況判断ＤＩ（長期時系列、従業員規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.自由意見（抜粋） 

 

▲ ▲
▲ ▲
▲
▲ →▲ ▲ →

▲
▲ ▲ ▲

 調査結果やお寄せいただきましたご意見などを、今後の連合会の運営などに役立てたいと考えています。 

 


